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基本的な考え方

コーポレート・
ガバナンス体制

　当社は、当社の企業価値の向上におけるコーポレート・ガバナンスの重要性と当社の規模や事業の
性質に鑑み、効率性、透明性、公正性を確保するために実効性のある体制として、監査役会設置会社の
形態をとりつつ、一定の独立性を有し、かつ当社の事業環境、経営、企業会計について、十分な見識を
有する社外取締役や社外監査役をそれぞれ取締役会と監査役会のメンバーに加えて、意思決定や業務
執行の透明性に配慮した体制としております。

環境管理体制
　社長及び環境担当役員をトップとする環境委員会を設置し、各
地区の責任者が環境保全活動を管理・運営し、環境委員会に
報告する体制を整えています。

コーポレート・ガバナンス

ガバナンス報告

内部統制システム 　当社は、経営の適法性・健全性・透明性を確保し、経営理念を実現させるため、内部統制システムを
策定しています。また、本システムは企業の存続と価値の向上に重要であると考え、業務の効率性・透明
性・公正性において適切なシステムの構築と運用に努めております。業務の執行にあたっては、内部統制
の基本方針に基づいて予め定められた意思決定ルールに則り、内部統制の基本方針、経営方針および
計画等に従い事業計画を策定しております。尚、効率的な事業運営を行うため、業績管理を徹底し、常時
状況を把握し、必要な修正を行っております。
　リスク管理においても、重要なリスクの継続的な識別、分析、評価、対応策等の検討を行い、横断的かつ
統合的にリスクマネジメントを行っております。

コーポレート・ガバナンスの詳細はこちらをご覧ください。 ⇒
https://www.fujikuracomposites.jp/ir/governance/

当社では、事業の規模や性質に適応した形で、業務の効率性・透明性・公正性を高めるとともに、
皆様の信頼に応えつつ、企業価値の持続的な向上を掲げ、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めています。

企業の事業活動は、地球からの恵みを土台にすることで成立していますが、その地球の環境を守る活動は全ての
企業の責務となっています。当社は、そのことを常に認識し、環境負荷低減活動に積極的に取り組んでいます。

ISO14001認証取得状況
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藤倉コンポジットの環境活動

環境報告

環境方針（労働安全衛生方針を含む）
●全ての事業活動において環境・労働安全衛生マネジメントシステムを確立し、
　継続的に改善を行い環境負荷軽減、汚染の予防及び労働安全衛生維持向上に努めます。

●全ての事業活動における環境側面及び危険源の特定を行います。
　そのためにはその存在を認識し、その特性を明確にするプロセスを構築し、是正・予防に努めます。　

●環境負荷軽減及び安全衛生の目標と改善計画を文書化し、その実施状況を確認し、年度毎に見直しを行います。　

●環境及び労働安全衛生関連の法律、条例、協定及び当社が同意するその他の要求事項を順守します。

●環境・労働安全衛生方針を組織で働く人又は組織のために働くすべての人に周知し、
　環境保全及び労働安全衛生への意識を高めます。　

●環境・労働安全衛生方針を広く一般に開示します。　

　当社は主に以下に掲げるテーマで環境負荷低減活動を推進しています。2020年度の結果は全ての目標を達成しました。
引き続き、2021年度も目標達成を目指して積極的に環境負荷低減活動に取り組んで行きます。

環境目標と実績

　当社では、「技術・創造・いきいきコミュニケーションを大切にし、人々の安心を支え社会の豊かさに貢献
します」との経営理念のもと、事業理念、定款、コーポレート・ガバナンス方針、「FUJ IKURA 
COMPOSITES行動規範」を柱として、コーポレート・ガバナンスの充実に努め、公正で健全な経営により、
長期的かつ安定的に発展していくことを目指しています。
　適正・迅速な意思決定と事業の運営、ステークホルダーとの良好な関係、法令順守にあわせ、職務の枠
にとらわれない幅広い観点からの業務状況の把握と監督、一層の経営資源の有効活用といった形で経営
の効率性、透明性を高めています。

環境管理体制図
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最終処分量（産業廃棄物）の発生抑制 2005年度比95%以上削減 99.3%削減 ◎ 2005年度比95%以上削減

CO2排出量の削減（地球温暖化の防止） 2005年度比15%以上削減 35.8%削減 ◎ 

VOC(揮発性有機化合物）排出量の削減 2000年度比50%以上削減 80.0%削減 ◎ 2000年度比50%以上削減

テーマ 2020年度目標 2021年度目標実   績

指示 報告

地球温暖化対策推進法や一般財団法人日本ゴム工業会
より今後表示される中期目標に従って取り組みます。　　



環境負荷物質の不使用化、削減活動
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最終処分量（産業廃棄物）の削減

CO2排出量の削減（地球温暖化の防止）
　2020年度の温室効果ガス（CO2）排出量は前年度
比2.1%増の16,097t-CO2でした。
　一般社団法人日本ゴム工業会では、環境保全の自主
行動計画が策定されています(2021年4月1日最新
改定）。地球温暖化対策として、「2020年度のCO2排出
原単位を2005年度に対して15％削減する」目標が
設定されています。2020年度も 2019年度に引き続き、
目標を達成しています。2021年度以降の目標値につき
ましては、地球温暖化対策推進法や一般財団法人日本
ゴム工業会より示される予定である中期目標に従って
取り組んで行きます。

ゴルフ場でのエコバッグ配布活動
　昨今、マイクロプラスチックによる環境汚染が世界的に問題となり、プラスチックごみ
を削減する取り組みが加速しています。2020年度の日本ゴルフサミット会議において、
ゴルフ業界全体でプラスチック削減に取り組むことが宣言され、当社においても脱プラス
チックに向けた様々な取り組みを推進しています。ACP事業部では、ゴルフ場を利用
される方が、ロッカーなどで衣類を入れるビニール袋を使わずに、快適にゴルフを
楽しんでいただけるよう、大会来場者にランドリーバッグを配布しています。

藤倉コンポジットの環境活動

環境報告

環境負荷軽減活動は、主に産業廃棄物の最終処分量、地球温暖化防止のCO2の排出量、光化学スモッグの原因となるVOC（揮発性有機化合物）の排出量の削減を推進しています。
また、削減目標値は当社が加盟している一般社団法人日本ゴム工業会の指針に従っています。

エネルギー投入量（原油換算）／売上比原単位   
　2020年度は、生産金額が前年度に比べ約5％減
でしたが、エネルギー投入量（原油換算）は、前年度比で
約3.7％減となりました。
　売上比原単位では、前年度比で約2.7％の増加で、
売上比原単位前年度比1％以上削減の目標は未達と
なりました。
　ボイラーの効率運転や省エネ機器への交換設置、
照明のLED化などに加え、工場で使うエネルギーロスの
削減など、さらなる省エネ活動を推進してまいります。

VOC（揮発性有機化合物）排出量の削減
　当社は布とゴムの貼り合わせを行う製品があり、その
際に使用するゴム糊には、VOCを使用しています。最終
製品からは、VOCを除去することになりますが、密閉型の
設備の導入や溶剤回収装置、排気ダクトの改善によって
VOCが大気に排出される量を削減しています。また、溶剤
回収装置で回収した溶剤の再利用を行っています。
　VOC排出量については、2000年度比50％以上の
削減を目標としており、2019年度に引き続き2020年
度も達成しています。2021年度も目標達成をめざして
活動して行きます。
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エコバッグの配布

T O P I C S

有機溶剤の回収
　当社は環境マネジメントシステムの国際規格ISO
14001を2001年に取得し、ゴムの加工製造を行う
メーカーとして万全の環境対策に力を入れています。
　2017年に新たな溶剤回収装置を導入し、新規有機
溶剤の使用量をゼロにしています。他にも、環境にやさ
しく、人々 の安心・安全に寄り添う製品を提供しています。

溶剤回収装置

　環境負荷物質の使用量削減の取り組みとして、禁止
物質、削減物質、管理物質を特定して禁止物質の不使用
化・削減活動を進めています。禁止物質の一部については
現在も使用しているものがありますが、代替材料を検討し、
お客様の変更承認を得て、不使用化を進めています。
　このような取り組みを通じて、環境に配慮した材料設計
に基づいた製品をお客様に提供しています。

　一般社団法人日本ゴム工業会の削減目標は「2025
年度までに2001年度比で最終処分量を95％以上削減
する」ですが、当社は2005年度より集計を開始したため、日本
ゴム工業会の了承を得て、「2025年度までに2005年度
比で最終処分量を95％以上削減する」を目標としています。
　直近の5年間では2018年度に中国の廃プラ輸入
禁止の影響もあり、最終処分量が増加しましたが、目標を
達成しています。2020年度は3R活動＝総発生量の
抑制（Reduce）、再利用（Reuse）、再資源化（Recycle）
の強化、リサイクル率の向上により目標を達成しました。
また、2019年度よりも減少しています。2021年度も最終
処分量のさらなる削減に取り組んで行きます。

不使用化を進めている当社指定の禁止物質

RoＨS２指令
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● 鉛（金属鉛）
● PBDE（ポリ臭化ジフェニルエーテル）
● DEHP（フタル酸ジ－2－エチルヘキシル、DOP）
● DBP（フタル酸ジ－n－ブチル）

● ニッケル化合物

鉛化合物（EU納入のお客様より不使用の要請あり）

お客様より要請のあった化学物質

PRTR
特定第1種
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※日本ゴム工業会の2021年以降の目標値が設定されるまでは、2030年までに2013年度比26%削減を目標とする。

（千t-CO2） （%）

CO2排出量（千t-CO2） 原単位2005年度比（%）

目　標
2020年までに

  2005年度比15%削減※

エネルギー投入量（原油換算）／売上比原単位（千kL/百万円）（千kL）

原油換算（千kL） 原単位（千kL/百万円）

0

2

4

6

8

0

0.3

0.6

0.8

10

12

2015 2016 2017 2018 2019 2020

0.44 0.43 0.41 0.42 0.41

0.54

8.70 9.10 9.24 9.13
8.41 8.10

0

500

1000

1500

1700

2000 2016 2017 2018 2019 2020

（%）（t） 1,705.0

排出量（t） 2000年度比（%）

目　標
2000年度比
50%以上の削減

20

40

60

80

100

0

VOC（化学物質）排出量

805.6 

518.6 451.6 404.7 
340.4 








